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情報技術から考える金融の未来



2023年10月10日、全銀システム障害が発生

2• 日本経済新聞 2023年10月10日、11日



• 日本経済新聞 2023年10月12日
• 日本金融新聞 「検証 全銀システム障害」 2023年12月15日

どうしてこうなったのか？
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情報システムの進化と変遷

4総務省・情報通信白書(令和元年版)「進化するデジタル経済とその先にある Society 5.0」



日本の銀行業界における情報システム開発史
古いFISCの
金融情報シ
ステム白書
より引用。

最近はこう
した歴史が
語られるこ
とは少ない。

バンキング
システムの
開発世代が
第３世代ま
でとなって
いることに
注意。
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メインフレームの国内出荷額シェアは大きく低下

6https://www.imagazine.co.jp 2018-10-12

「日本では20％前後の割合でメインフレームの売上規模が推
移していますが、グローバルでは10％もなく、IDCグローバ
ルの分類では「メインフレーム」という項目自体がなくなっ
ています。日本はかなり特殊な市場であるわけです。」

IDC Japan株式会社福冨 里志氏



ムーアの法則は、 「半導体の集積度は18か月で2倍になる」という経験則。それに伴い

ハードウェアのコストも下がる。しかし、なぜか金融業界においては、劇的な性能の向上も、

劇的なコストの低下もみられない。金融業界だけ、ムーアの法則が働かないのだろうか？

主要な CPU に お ける
トランジスター数の推移

（縦軸は対数）

iPad2 と同等の計算
能力を持つハードウ
エアのコストの推移

（出典）Michael Greenstone and Adam Looney, "A Dozen 
Economic Facts About Innovation," HAMILTON PROJECT 
POLICY MEMO, 2011.

ムーアの法則
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銀行システムがレガシーのままなのは何故か

全銀システムの黎明期には世界最先端だった日本の金融情報システムであるが、
今はシステムライフが尽きつつあるレガシーをどう延命させるかに汲々としている。

銀行が情報システムにおいてレガシーを維持し続けることは、単にコストが掛かる
だけでなくて、「未来を閉ざす選択」を選び続けているということ。

 レガシーを安定的に維持することが最優先
 時代のトレンドから大きく遅れてしまう
 新しいビジネスに挑戦する機会が制限される

世界中の銀行が基盤となる情報システムをアップデートするなかで、日本の銀行だ
けアップデートから遅れたのははなぜか。

バブル経済の時代、「第3次オンライン」の時代がターニングポイント。
過剰な投資の結果、「本来作られるべきでないシステム」が作られてしまったから。
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バブル時代の銀行のシステム開発

大蔵省による規制は厳しく、金融自由化は道半ば。
支店開設や商品設計まで規制された中で、規制の対
象外で、自由に創造性を発揮できる情報システム開
発に過剰な経営リソースが投入されてしまった。

 11の都市銀行が競ってシステムの高度化、精緻化に
取り組み、当時生産されたIBMのメインフレーム機
の半分が日本の銀行に出荷されたと伝えられている。

その結果、世界にも例のない、ほとんど無理と考え
られていた巨大なオンライン・リアルタイム・シス
テムが構築されてしまった。

9

士郎正宗「攻殻機動隊 GHOST IN THE 
SHELL」、1991年



日米の金融ＩＴの基本構造の違い

（出典）経済産業省FinTech研究会配布資料 （富士通総研 長堀泉氏作成）

日本の銀行の情報システムは、勘定
系システムを中心に密結合しており、
システムの一部の変更が全体に影響
するため、変化への対応が遅れがち
であった。

米国の銀行の金融ＩＴは、システム
間の連動が少ない疎結合であり、シ
ステムの一部の変更が全体に影響し
ないので、変化への対応が比較的柔
軟に可能であったと考えられている。
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バブル期以降の銀行の情報システムを巡る動き

 1990年代後半の金融危機に伴い、システムの全面的な再構築に取り組む余力がな
くなる。開発世代も「ポスト３次オン」で打ち止め。

 1995年のインターネットの民間開放を契機に、1980年代とは情報技術の進歩の道
筋が大きく変わってしまう。しかし、金融業界はインターネットを信頼性、安全性
に欠けるものとみなし、金融情報システムを構築する基盤とは認識されなかった。

 2000年頃までは、「世界に冠たる全銀システム」や「銀行の勘定系システム」を
批判することはタブーと認識されていた。

 2003-4年の偽造カード事件では、「銀行が古い技術に固執することが被害を拡大
した」と批判を浴びた。

 2008年、リーマンショックによるフィンテックの始まり。
 2015年、日本におけるフィンテックブーム。
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2015年の金融審議会
「金融グループを巡る
制度のあり方に関す
るワーキング・グルー
プ」に金融庁説明資料
として提出されたもの。

当時は様々な媒体に
転載されたが、その後
アップデートは行われ
ていない。
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2022年11月、全国で実施されていた手形交換事務は廃止さ
れ、2026年には手形が廃止される予定となっている。従来
の物差しで測れば、金融業界のIT化は順調に進捗している
ようだが、、、、

https://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n110401/ https://www.bk.mufg.jp/info/electronic_exchange.html
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http://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n110401/
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日本の金融業界は、1960年代から為替業務のシステム
化に取り組み、手形・小切手から全銀ネット決済への移行
を進めてきた。その移行は60年もの時間がかかった。

（資料）全銀協・決済統計年報（2022年版） https://www.zenginkyo.or.jp/stats/year1-01/2022/
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手形交換高と全銀ネット送金の推移（件数）（億件）

これを携帯電話の世代交代と重ね合わせると...
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手形交換高と全銀ネット送金の推移（件数）（億件）

銀行界における移行は、あまりに
時間が掛かり過ぎたのではないか。
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Source: The World Bank

銀行口座を持つ成人人口の比率の変化
% of account holders (age 15+) 2011, 2014, and 2017

Kenya
42→75→82

India
35→53→80

China
64→79→80

Brazil
56→68→70

South Africa
54→70→69

2011

2014

2017
Russia

48→67→75

2011年⇒2017年 に金融革命が起き
た一部の新興国においては、「金融
包摂比率」が倍増する伸びを示し、先
進国並みの80%にまで高まっている。
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Source: The World Bank

Kenya
42→75→82

India
35→53→80

China
64→79→80

Brazil
56→68→70

South Africa
54→70→69

2017 Russia
48→67→75

% of account holders (age 15+)

18



ケニア （42%→75%→82%） はM-PESA
M-PESA: ケニア版電子マネー

携帯電話のSMS機能を使うことで、決済、送金、出金等、
様々な使途で使われている。

M-PESAの登場により、銀行の支店がなく、現金を持ち歩
くことも危険なケニアの地方でも、送金や貯金が可能に
なった。

ケニアにおける国内送金チャネルの利用率の推移
（％）

（M-PESA）
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インド （35%→53%→80%） はUPI

20

出典：岩崎 薫里「インドの
電子決済における新たな
動き」、日本総研調査部
アジア・マンスリーVol.23 
No.266、2023年5月



中国 （64%→79%→80%） はアリペイ、ウィーチャット

支付宝
（アリペイ）

微信支付
（ウィーチャットペイ）

アントフィナンシャル社の広報室に掲示されたパネル

アリペイは2014年から、ウィーチャットペ
イは2015年から利用が急拡大し、驚異的な
勢いで中国全土をキャッシュレス化した。

アリペイの運営主体であるアントフィ
ナンシャル社では、600万人の視覚障
碍者のための専用アプリを開発したり、
高齢の利用者に講習会を開催するなど、
アリペイの利用の裾野を広げるための
活動を行っているという。
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日本におけるキャッシュレス支払額の推移

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

クレジットカード 49.8 53.9 58.4 66.7 73.4 74.5 81.0 93.8

デビットカード 0.8 0.9 1.1 1.3 1.7 2.2 2.7 3.2

電子マネー 4.6 5.1 5.2 5.5 5.8 6.0 6.0 6.1

コード決済 - - - 0.2 1.0 3.2 5.3 7.9

キャッシュレス
支払額合計

（対名目個人消費）

55.2

(18.2%)

60.0

(.20.0%)

64.7

(21.3%)

73.5

(24.1%)

81.9

(26.8%)

85.8

(29.7%)

95.0

(32.5%)

111.0

(36.0%)

（兆円）

（出典） 経済産業省 https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230406002/20230406002.html 22



クレジットカードの増加が主因。それ以外では、
2018年以降、コード決済が急増。
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キャッシュレ
ス化推進政策
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Impress Watch「PayPay、決済取扱高10兆円突破」（2023年4月24日）https://www.watch.impress.co.jp/docs/news/1495915.html

コード決済の大半はPayPay。 決済件数では電子マネーも有力。
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クレジットカード決済の増加はEC化の進展によるもの

25

消費者向けEC市場規模の経年推移（単位：億円） 

経済産業省、「令和４年度 電子商取引に関する市場調査報告書」
https://www.meti.go.jp/press/2023/08/20230831002/20230831002-1.pdf
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物販系分野の消費者向けEC市場規模 

経済産業省、「令和４年度 電子商取引に関する市場調査報告書」
https://www.meti.go.jp/press/2023/08/20230831002/20230831002-1.pdf



日経新聞 2022年12月26日 https://www.nikkei.com/article/DGKKZO67136580V21C22A2TL5000/

キャッシュレス、なのに現金増（日経新聞）
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主要国における現金流通高の名目GDP比率の推移

（出典）志波和幸,「新たな１万円札と「キャッシュレス化」」, 国際通貨研究所, 2021年 28



主要国における現金流通高とカード決済金額の変化

（2007年→2016年）

（出典）Bech et.al.,"Payments are a-changin’but cash still rules," BIS Quarterly Review, March 2018

カード決済金額の名目ＧＤＰ比率

現
金
流
通
高
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率

JP 日本
CH スイス
EA ユーロ圏
SE スウェーデン
US 米国
AU オーストラリア
CA カナダ
GB 英国
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デジタル化の遅れは日本企業全体の”弱み”

デジタル化に対応できない中小企業、早く手掛けすぎてレガシーのままの大企業

⇒ 総務省や経産省も問題を指摘

(1) ビジネスICTツールの利用状況の国際比較（総務省 通信白書 2018）

(2)デジタルトランスフォーメーション（DX）に向けた研究会報告書（経済産業省 2018）

30



金融庁が2022年6月に公表した企業アンケートによると、法
人企業のインターネットバンキング契約の締結率は、 ９割を
超えている。

金融庁「金融機関の取組みの評価に関
する企業アンケート調査」

https://www.fsa.go.jp/common/about/ 
research/20220630/20220630.html
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書面・押印・対面手続の見直しに

向けた論点整理（2020年12月25日）

https://www.fsa.go.jp/singi/shomen_oin/
shiryou/20201225/01.pdf 33

金融庁は、「金融業界における書面・押
印・対面手続の見直しに向けた検討会」を設
置し、2020 年６月から 12 月までの計９回に
わたり、金融業界におけるこれまでの書面・
押印・対面手続の見直し状況の把握や、さら
なる見直しに向けた課題や取組方針について
検討を行った。
その報告書では、法人顧客へのインター

ネットバンキングの普及が捗々しくないとい
う現状認識に基づき、既存のインターネット
バンキングサービスの課題を列挙し、業界と
して考えられる対応を整理している。
しかしながら、金融機関側にもユーザー企

業側にも、直ちに効果のある対応は存在せず、
時間をかけた対応が必要となっている。



金融機関側からインターネットバンキングの普及度合いを
評価すると、地域金融機関を中心に低水準にとどまってい
るという評価が一般的だ。企業側からのサンプル調査だけ
では実態を正確に把握できないのだろう。

金融庁「書面・押印・対面手続の見直しに向けた論点整理」（2020年12月25日）

https://www.fsa.go.jp/singi/shomen_oin/shiryou/20201225/01.pdf 34



銀行は、自分自身のデジタル化対応と、銀行利用企業・顧客のリテラシー向上とを同時

に進める必要がある。しかし、銀行のネット化比率はメガでも半分。地銀は1割ほど。

実はデジタル化できている銀行は一部にとどまっている

35（出所） 金融情報システムセンター(FISC)「金融情報システム白書」、一部筆者推計



ネットバンキングの利用目的に全銀EDI（ZEDI）を挙げる企業
は0.2％に止まっている。金融機関が提供する金融サービス
は、法人企業の経理事務のDX化にあまり役立っていない。

（資料）全銀協・決済統計年報（2022年版）
https://www.zenginkyo.or.jp/stats/year1-
01/2022/

（単位：ファイル数、件、％）
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インボイス制度の導入を踏まえて、法人経理のDX化の遅れを
懸念する声は多いが、「法人企業の経理事務 のDX化」と検索
しても、銀行のサービスはヒットしない。
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金融機関にとって、法人企業への決済サービスの提供は
極めて重要な業務であったが、その重要な改革期に金融
機関はあまり貢献できていない。今後、金融機関はどの
ような金融サービスを提供していくべきなのだろうか。

S a m p l e  F o o t e r  T e x t

デジタル庁 「 Peppolネットワークでのデジタル
インボイスのやり取りについて」 
https://www.digital.go.jp/policies/electronic
_invoice_faq_02/

Sansan, Inc.「Bill Oneの特長・機能」
https://bill-one.com/function/#feature
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伝統的金融機関の業務範囲も徐々に拡大されている

金融審議会「銀行制度等ワーキング・グループ」
（第２回）事務局説明資料より
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住信SBIネット銀行の事例① デジタルバンク
特長1
アプリひとつで、ほぼすべての取引が完結。
残高や明細の確認はもちろん、ほとんどの銀行取引をアプリひとつで行えます。生体認証でログインも
かんたん安心。キャッシュカードがなくても、アプリがあれば、コンビニATMでの入出金もできます。

特徴2
AIによる住宅ローン審査で、より魅力的な金利を実現。
AIが年収や職業などの情報からリスクを瞬時に算定。与信審査の精度を高め、信用コストを低減するこ
とで、魅力的な貸出金利を提供することができます。

特徴3
法人口座開設もお借入れも、書類提出や面談不要。
個人のお客さまだけではなく、法人口座も、お客さまの利便性を追求。オンラインで完結できる口座開
設※1にはじまり、お借入れについても、口座のご利用履歴（データ）※2に基づいて、お客さまに相
応しい借り入れ条件を当社から毎月お知らせ。忙しい経営者をサポートします。

（同行ホームページより）
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住信SBIネット銀行の事例② BaaS

BaaS（Banking as a Service）とは、
銀行（Bank）の持つサービス機能（Banking）の中から、
パートナー企業の課題解決に必要なものだけを、
APIなどのFinTechを活用してスムーズに提供。
パートナー企業のお客さまにより良い顧客体験を提供し、
パートナー企業へのロイヤルティを醸成します。

当社はこれまで、10社以上の銀行代理業者を選任し、
ライセンス取得などの支援を行ってきました。
このノウハウを活用し、パートナー企業の銀行代理業
ライセンス取得を全面的にサポートします。

（同行ホームページより）
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銀行の未来と現実とのギャップをどう埋めるか

多くの先進国において、利用者側におけるデジタルディバイドの存在が、金融のイ
ノベーションを阻害する事例が知られている。高齢化の進むわが国では、とりわけ
国民の「デジタル嫌い」の傾向が強く、銀行はそれに向き合わなければならない。

金融資産を多く持つの比較的高齢の消費者や、伝統的な経理事務を好む企業経営者
は、デジタルディバイドされた存在であることが多い。銀行にとっては、そういう
顧客を従来のままの手法で手厚くサービスすることが主要なビジネスモデルになっ
ている。この種のビジネスの多くはリスクアセットを拡大すれば比例的に収益を拡
大させることができる点も魅力である。しかし、それは持続可能だろうか。

銀行にとっても、新たなビジネスにチャレンジすることには相応のリスクがあり、
その管理は従来の金融リスクの管理手法とは異なるため、ビジネスを変革すること
へのハードルが高い。その結果、新たなイノベーションを起こそうというインセン
ティブが金融機関側に生まれないことが最も深刻な課題であろう。
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銀行の未来のために何をすればいいのか
レガシーからの脱却： 時間をかければかけるほど、脱却は難しくなる。サービス
の品質を下げてでも、一時的に二重の投資となっても、業界内の全社が横並びでな
くても、リスクを取って新しい時代の技術に対応することが、銀行の未来のために
必要である。

顧客の啓発： 銀行の顧客のデジタルディバイドを縮小することは、銀行自身の利
益でもある。「デジタル嫌い」の顧客を説得し、安心・安全にデジタル金融を利用
できるようにするために相応のコストをかける必要がある。

ハイブリッドサービスモデル： 顧客は既に多くのデジタルサービスを利用してい
ることが多いので、従来の銀行業務の延長としてではなく、デジタルサービスの一
部として銀行を位置付けてもらえるような工夫が必要である（⇒BaaSの例）。

リスク管理の革新： 新たなビジネスモデルへの移行を容易にするためにも、金融
リスク管理の枠組みを革新し、新しいタイプのリスクに対応する方法を開発する必
要がある。そのための規制面の手当ても必要である。 43
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